
愛知県企業庁工事成績評定要領 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、愛知県企業庁の発注する建設、改良及び修繕工事（以下「工事」と

いう。）の成績評定（以下「評定」という。）に必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定

の実施を図り、もって請負業者の適正な選定及び指導育成に資することを目的とする。 

 

（評定の対象） 

第２条 評定の対象は最終契約金額が１件２５０万円以上の工事とする。（ただし資材の製

作、建設業法上の工事に該当しない工事を除く。）（別表－１） 

 

（評定者） 

第３条 工事成績の評定者は、愛知県企業庁工事検査要領に定める検査員並びに愛知県企

業庁工事監督要領に定める監督員とするものとする。 

 

（評定の方法） 

第４条 評定は、契約ごとに独立して行うものとする。 

２ 評定は、工事が完了したときに行うものとする。 

３ 評定は、監督又は検査により確認した事項に基づき、評定者ごとに独立して的確かつ

公正に行うものとする。 

 

（評定の作業） 

第５条 工事成績の評定は、別紙 工事成績評定表（愛知県企業庁）により行うものとする。 

２ 評定の詳細は、別紙 建設工事の成績評定について及び別紙 工事成績評定作業の指針

（案）により行うものとする。 

 

（評定表の提出） 

第６条 評定者は、評定を行ったときは、遅滞なく、評定表を本庁施工工事及び本庁契約

工事については庁長に、所長委任工事については所長に提出するものとする。 

 

（評定結果の通知） 

第７条 庁長又は所長は、評定者から評定表の提出があったときは、速やかに、工事の請

負者に対して評定の結果を工事成績評定結果通知書（様式第１）に、項目別評定点（様

式第２）を添付し通知するものとする。 

２ 庁長は、本庁契約工事にあっては、前項に定める通知の写しを所長へ送付するものと

する。 

 

（評定の修正） 

第８条 庁長又は所長は、第７条の通知をした後、当該評定結果を修正する必要があると



認められるときは、修正しなければならない。 

２ 庁長又は所長は、前項の修正を行ったときは、工事成績評定結果再通知書（様式第３）

により遅滞なく、その結果を工事の請負者に通知しなければならない。 

３ 第 1 項の規定により修正した評定の効力は、評定結果の修正通知後、将来に向かって

生じるものとする。また、第７条による通知は前項の通知と同時に効力を失うものとす

る。 

 

（説明請求等） 

第９条 第７条又は第８条による通知を受けたものは、通知を受けた日から14日（「土曜

日、日曜日及び国民の祝日」（以下「休日」という。）を含む。）以内に、書面により、

通知をした者に対して評定の内容について説明を求めることができるものとする。 

なお、当該書面は、本庁契約工事又は所長委任工事にあっては所長に、本庁施行工事

にあっては庁長に提出させるものとし、本庁契約工事にあっては、所長は当該書面を庁

長に送付するものとする。 

２ 庁長は、前項による説明を求められたときは、説明請求回答書（様式第４）により回

答するものとし、本庁契約工事にあっては、所長を経由するものとする。 

３ 庁長は、前項の回答をする場合、別に定める企業庁工事等成績評定評価委員会に意見

を求めることができる。 

４ 所長委任工事において、第１項による説明を求められたときは、前２項を準用するも

のとする。 

 

（再説明請求等） 

第10条 第９条第２項又は第４項の回答を受けた者は、説明に係る回答を受けた日から起

算して14日（「休日」を含む。）以内に、書面により、回答した者に対して再説明を求め

ることができる。 

２ 前項の書面の提出先は、第９条第１項の規定によるものとする。 

３ 庁長又は所長は、第１項による再説明を求められたときは、評定点等に対しては再説

明請求回答書（様式第５）により回答するものとし、本庁契約工事にあっては所長を経

由するものとする。 

４ 庁長又は所長は、前項の回答をする場合、別に定める企業庁工事等成績評定評価委員

会の審議を経てから回答するものとする。 

５ 所長委任工事において、第１項による説明を求められたときは、前２項を準用するも

のとする。 

 

（工事等成績評定評価委員会） 

第 11 条 第 10 条の企業庁工事等成績評定評価委員会は、別に定める内規に基づき設置す

るものとする。 

 

 

 



 

附則 

（施行期日） 

１ この要領は、昭和５５年６月１日から施行する。 

２ この要領は、昭和５７年４月１日から施行する。 

３ この要領は、昭和５８年４月１日から施行する。 

４ この要領は、昭和５９年４月１日から施行する。 

５ この要領は、昭和６１年４月１日から施行する。 

６ この要領は、平成１０年４月１日から施行する。 

７ この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

８ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

９ この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

10 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

11 この要領は、平成２１年１２月１日から施行する。 

改正後の愛知県企業庁工事成績評定要領７条の規定は、平成２１年１１月３１日

以前に契約し、平成２１年１２月１日以降に完了する測量、調査、設計等委託業務

から適用する。 

愛知県企業庁工事成績評定点通知実施要領(平成１５年４月１日一部改正)は、廃

止する。 

12 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

13 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

14 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

15 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

16 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

17 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

18 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 



建 設 工 事 の 成 績 評 定 に つ い て 

愛知県企業庁の発注する建設工事の成績評定については、 下記のと おり 行う も のと する 。  

記 

１  考査項目 

項目 細別 考査項目 

１  施工体制 

２  施工状況 

３  出来形及び出来ばえ 

４  工事特性 

５  創意工夫 

６  社会性等 

７  法令遵守等 

８  総合評価技術提案 

Ⅰ 施工体制一般 

Ⅱ 配置技術者 

（ 現場代理人等）  

Ⅰ 施工管理 

Ⅱ 工程管理 

Ⅲ 安全対策 

Ⅳ 対外関係 

Ⅰ 出来形 

Ⅱ 品質 

Ⅲ 出来ばえ 

Ⅰ 施工条件等への対応 

Ⅰ 創意工夫 

Ⅰ 地域への貢献等

工事事故等によ る 減点 

総合評価によ る 減点 

技術提案履行確認 

・ 工事成績評定表によ る

２  評定点の決め方 

採点の考え方 

考査項目の細別項目ごと に５ 及び７ 段階（ 出来ばえのみ４ 段階で評定を実施）  

（ １ ） 説明図

契 約 工 事 施 工 完 了 完 了 検 査 

工事成績評定 

① 監督員によ る 評定

専任監督員、 主任監督員及び総括監督員が行う 。

別　紙



② 検査員によ る 評定

完了検査時に検査員が行う 。

① 

② 

１  

施工体制

２  

施工状況

３  

出来形及び

出来ばえ  

４  

工事特性

５  

創意工夫

６  

社会性等

７  

法令遵守等

８  

総合評価 

技術提案 

（ ２ ） 評定点の決め方

１ ) 評定方法

評定者に応じ て採点結果に乗じ て係数を決めており 、 こ の係数を乗じ た結果を合計し て

評定点（ 整数） を決めている 。

２ ) 評定区分

企業庁所管建設工事

考査項目 専任監督員 主任監督員 総括監督員 検査員 

1. 施工体制 Ⅰ施工体制一般 ○ 

Ⅱ配置技術者 ○ 

2. 施工状況 Ⅰ施工管理 ○ ○ 

Ⅱ工程管理 ○ ○ 

Ⅲ安全対策 ○ ○ 

Ⅳ対外関係 ○ 

3. 出来形及

び出来ばえ

Ⅰ出来形 ○ ○ 

Ⅱ品質 ○ ○ 

Ⅲ出来ばえ ○ 

4. 工事特性 Ⅰ施工条件等への

対応 
○ 

5. 創意工夫 Ⅰ創意工夫 ○ 

6. 社会性等 Ⅰ地域への貢献等 ○ 

7. 法令遵守等 ○（ 減点）

8. 総合評価技術提案 履行・ 不履行

・ 対象外

※４ ． ５ ． ６ の評価については、 （別紙－６）「 工事成績評定作業の指針（ 案） 」 によ る 。

※総括監督員を置かない工事にあっては、 総括監督員の評定区分を主任監督員が併せて評定する 。

愛知県企業庁所管

建設工事 

専任監督員 40％

主任監督員 14. 8％

総括監督員 5. 2％

検査員 40％



別表ー１

分類
細分類

(発注事例)
250万円
以上

250万円
未満

備考

工事 建設 〇 ×
改良 〇 ×
修繕工事 〇 ×

建設業法上の工事に該当
しない工事

× ×
剪定、草刈り、枝払い、伐採、溝浚
い、除土運搬、道路清掃業務、側溝
清掃業務等

資材製作 × ×


